
Ⅰ．はじめに
　わが国では、急速な高齢化が進んでおり2018
年の高齢化率は28.1％と増加の一途にある（内閣
府，2019）。さらに、団塊の世代全員が75歳以上
になる2025年の高齢化率は30.0％と推計され、
その後も高齢化率の進展が推測されている。この
超高齢社会において、国民１人ひとりが、住み慣
れた地域の中でその人らしい生活が続けられるよ
う、2016年に地域包括ケアシステムの構築をめ
ざし介護保険法等の改定が行われた。高齢者が自
尊心を保ちながらいきいきと生活を継続し続ける

ためには、疾病管理だけではなく生活を視野に入
れた支援が重要となってくる。高齢者施策におい
ては健康寿命の更なる進展、生活の質の向上、健
康格差の縮小、地域社会の結束を強め社会的交流
を育むことを目指していくことが求められる。こ
れらの高齢者施策の啓発に基づき、市町村地区で
各々の地域特性に応じた介護予防・健康支援、地
域いきいき活動やサロン活動などが活発に展開さ
れており、今後もその活動は重要となってくる。
しかし、すべての高齢者がこれらの取り組みの享
受を受けているわけではない。今後は、行政およ
び地域自治体による高齢者施策を受けることの少
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抄録
【目的】独居高齢者の社会的孤立に関する文献を概観することでその動向を明らかにし、独居高齢者に対する
課題を検討する。
【方法】CiNii Articlesを用い「高齢者」、「独居」、「社会的孤立」をキーワードに検索し得られた53文献のうち、
会議録・報告書を除く21文献が検討対象となった。
【結果】独居高齢者に関する研究は、社会福祉学が最も多く次いで看護学であった。その他、リハビリテーシ
ョン学や情報学といった多様な分野での研究がみられたが、協働・連携して研究に取り組んでいるものは少
なかった。研究内容は「社会的孤立・孤独死の実態とその要因の検討（15文献）」、「社会的孤立対策の取り組
みの実態（３文献）」、「孤立死予防活動をしている民生委員の体験（１文献）」、「社会的孤立に至るプロセス（２
文献）」の４分類に整理された。
【考察】独居高齢者の支援には各々の分野が連携・協働して研究に取り組むことの重要性が示された。性差で
は男性の独居高齢者において、社会的孤立におかれている場合が多く性役割意識関係や仕事で培われたプラ
イドが影響していることが推測された。今後の孤立予防対策として、退職前から地域社会での交流を促すよ
うな対策を講じる必要がある。
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る状況がある。
　独居高齢者が地域の中で社会的に孤立せず尊厳
を保ちながら安心して生活できるように孤立予防
に対する支援を講じて行くことは急務である。ま
た、このような高齢者の支援を検討していくこと
は、高齢者が地域社会の中でその人らしく生きて
いくために意義あるものであると考えられる。

Ⅱ．目的
　独居高齢者の社会的孤立に関する研究の動向を
概観し、独居高齢者を取り巻く地域社会において
どのような問題が生じているのか、その現状と今
後の課題を明確にすることを目的とする。

Ⅲ．研究方法
１．文献検討の方法
　地域で生活する高齢者の社会的孤立に関連した
研究や支援の動向を明らかにするために、分野を
限定しない文献検索のデータベースであるCiNii 
Articlesを用いた。文献検索は『高齢者』と『独居』
と『社会的孤立』の３種類のキーワードを掛け合
わせ検索した。検索された文献53件のうち、報
告書・会議録を除く文献を条件とし、検索年数は
設定しなかった。
　検索結果の文献タイトルと抄録内容を精読し、
キーワードの「高齢者」、「社会的孤立」、「孤立」、

「独居」、「一人暮らし」が内容に含まれていない
文献は対象外とした。さらに、本文を精読し研究
対象者が高齢者ではない文献は対象外とした。「孤
独死」、「孤立死」については、社会的孤立の要因
や実態を明らかにしているものとして文献検討の
対象とした。
　なお研究の過程においては適宜、老年看護学の
研究に精通した専門家にスーパーバイズを受け妥
当性と信頼性の確保に務めた。
　文献を取り扱う際には、著作権を侵害すること
がないよう配慮した。

２．分析方法
　分析の項目は、論文構成が主要項目である発行
年、筆頭著者の職種、研究の種類、雑誌名、研究
対象者について整理した。さらに、文献毎に「何

ない高齢者への支援を検討していく必要がある
が、その支援の対象として独居高齢者を取り巻く
問題が挙げられている。
　高齢者の増加において世帯構造も大きく変化し
ており、高齢社会白書の調査では、65歳以上の者
がいる世帯は、夫婦のみの世帯32.5％と最も多く
約30％以上を占め、単独世帯26.4％と合わせると
半数を超える状況であり、今後ますます単独世帯
が増えることが推測されている（内閣府，2019）。
　独居高齢者の増加は、老化の観点においても身
体機能の脆弱化の問題が生じてくることが予測さ
れる。また、身体機能の脆弱化により、近隣・他
者との接触頻度を減少させ社会的な繋がりも減弱
し、男性の独居高齢者は心理的健康状態の低下や
うつ状態、認知機能の低下、消費者被害や犯罪、
社会的孤立、孤立死等の問題を生じさせる可能性
が高いことも推測されている（内閣府，2011）。
その対策として2012年には、「高齢者社会大網」
において地域における高齢者やその家族の孤立を
防止するための対策を打ち出し、高齢者が日常的
に地域から孤立しないことを目的に厚生労働省を
中心とし、各地方公共団体で独自の取り組みを実
施し推進している（内閣府，2014）。独居高齢者
の社会的孤立は社会全体で取り組むべき課題であ
るとしており、その対策は急務である。
　近年の価値観の多様化により個人の生き方とし
て、高齢者が自ら独居を望んでいる場合も多く、
独居であっても社会的なコミュニケーションを良
好に図り、問題を生じることなく生活している者
は多い。そのため、独居高齢者を一括りとして捉
えていくのではなく、独居で社会的孤立に陥る可
能性がある高齢者を把握し孤立状態への移行を予
防することが重要である。また、独居高齢者は、
将来に対する不安を抱えており、その内容は多岐
にわたり複雑な内容も多く含まれていることが推
測される。独居高齢者の増加から生じる問題は、
近年ではマスメディア等で社会的孤立という社会
問題として取り上げられることが多く、平成27
年度版高齢者会白書（内閣府，2015）によると、
65歳以上の一人暮らし高齢者の14.5％が孤立死
を身近な問題として感じる、44.6％がまあ感じる
とし約６割の者が孤独死に対して不安を抱いてい
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とするもの１文献、都市圏に居住する独居高齢者
と独居高齢者の支援に関わる専門家（民生委員を
含む）を対象とするもの１文献、全国の地域包括
支援センターの職員を対象とするもの１文献、法
医学医師が大都市監察医事務所で扱った死体検案
例のうち孤立死と推定された検案を対象としたも
の１文献であった。
　社会的孤立の状況にある高齢者は、居住場所を
問わず都市部であっても山間部等の過疎地であっ
ても男性で、社会的交流頻度が少なく外出頻度が
少ないものであることを明らかにしているものは
14文献中、９文献であった（橋本他，2019；江
尻他，2019；矢嶋，2018；森田他，2016；大夛賀，
2012；小林他，2015；藤原他，2010；齋藤他，
2010）。社会的孤立は疾病をもち（橋本他，
2019；江尻他，2019；齋藤他，2016；森田他，
2016；矢庭他，2010；松浦他,2009）、主観的な
健 康 状 態 が 低 く（ 橋 本 他，2019； 江 尻 他，
2019；小林他，2011；川口他，2013；松浦他，
2009）、経済状況が厳しい状態にいるもの（橋本
他，2019；江尻他，2019；小林他，2015；齋藤他，
2015；川口他，2013；小林他，2011）であった。
加齢に伴う身体機能の低下により要介護状態へ移
行し（江尻他，2019；矢庭他，2015；小林他，
2011；松浦他，2009）心理状態においては、精
神的健康度が低く（橋本他，2019；小林他，
2015）、社会的役割（老研式活動能力指標）が低
いものであった（成田，2016）。
　子や親族と関連において社会的孤立は、家族・
親族との直接的接触や電話連絡等の間接的接触の
頻度の少なさが影響しており（成田，2016）、子
どものいない者や近居子がいない者に多いことが
明らかにされた（齋藤他，2010）。女性において
は、配偶者と死別し同居している家族がいる場合
ほど孤立に該当しやすいとしていた（小林他，
2015；齋藤他，2010）。
　独居高齢者のソーシャルサポートの利用に関し
ては、社会的交流を目的とする団体活動を行う会
や団体への参加の頻度が少ない者が孤立になって
いた（江尻他，2019；森田他，2016；矢庭他，
2015；小林他，2015）。被援助性志向の低いもの
は介護サービスの利用や社会的交流の場への参加

を明らかにしているのか」を抽出し、それは「ど
のような分野か」という視点で分類した。

Ⅳ．結果
１．文献検討と対象文献の決定について
　キーワード「高齢者」、「社会的孤立」、「独居」
の検索結果は、文献53件であった。これらのタ
イトルと抄録内容および本文を精読し条件を満た
した文献は21件であった。文献の出版年は、
2009年から2019年であった。文献の筆頭研究者
が看護学（保健師・看護師）のものが７文献であ
り、量的研究が３文献、質的研究が４文献であっ
た。社会福祉学の文献は最も多く９文献で、量的
究８文献、質的研究が１文献であった。リハビリ
テーション学（作業療法士）は１文献で質的研究
であった。情報学は３文献で量的研究のみであっ
た。医師（法医学専門医師）のものは、１文献で
量的研究であった。全体を概観し研究対象のデー
タ分析手法に関しては、質問紙を用いた量的分析
研究が15文献であり、質的帰納的分析研究が６
文献であった。

２． 独居高齢者の社会的孤立に関する文献の内容
の整理

　独居高齢者の社会的孤立に関する文献は「社会
的孤立・孤独死の実態とその要因の検討」、「社会
的孤立対策の取り組みの実態」、自らも高齢者で
ありながら民生委員・自治会長として高齢者の社
会的孤立の予防のため地域活動を行っている者を
対象としている研究で「孤立死予防活動をしてい
る民生委員の体験」、「社会的孤立に至るプロセス」
の４つの内容に整理された（表１参照）。
１）社会的孤立・孤独死の実態とその要因の検討
　社会的孤立・孤独死の実態とその要因の検討に
関する文献は計14文献であった。研究対象は、
全国から無作為に抽出された高齢者を対象とする
もの１文献、首都圏に居住する高齢者を対象とす
るもの６文献でそのうち集合住宅の高齢者を対象
とするものが３文献であった。地方山間部等の過
疎地の高齢者を対象とするものが２文献であっ
た。保健福祉サービスを利用していない独居高齢
者を対象とするもの１文献、要介護高齢者を対象

る状況がある。
　独居高齢者が地域の中で社会的に孤立せず尊厳
を保ちながら安心して生活できるように孤立予防
に対する支援を講じて行くことは急務である。ま
た、このような高齢者の支援を検討していくこと
は、高齢者が地域社会の中でその人らしく生きて
いくために意義あるものであると考えられる。

Ⅱ．目的
　独居高齢者の社会的孤立に関する研究の動向を
概観し、独居高齢者を取り巻く地域社会において
どのような問題が生じているのか、その現状と今
後の課題を明確にすることを目的とする。

Ⅲ．研究方法
１．文献検討の方法
　地域で生活する高齢者の社会的孤立に関連した
研究や支援の動向を明らかにするために、分野を
限定しない文献検索のデータベースであるCiNii 
Articlesを用いた。文献検索は『高齢者』と『独居』
と『社会的孤立』の３種類のキーワードを掛け合
わせ検索した。検索された文献53件のうち、報
告書・会議録を除く文献を条件とし、検索年数は
設定しなかった。
　検索結果の文献タイトルと抄録内容を精読し、
キーワードの「高齢者」、「社会的孤立」、「孤立」、

「独居」、「一人暮らし」が内容に含まれていない
文献は対象外とした。さらに、本文を精読し研究
対象者が高齢者ではない文献は対象外とした。「孤
独死」、「孤立死」については、社会的孤立の要因
や実態を明らかにしているものとして文献検討の
対象とした。
　なお研究の過程においては適宜、老年看護学の
研究に精通した専門家にスーパーバイズを受け妥
当性と信頼性の確保に務めた。
　文献を取り扱う際には、著作権を侵害すること
がないよう配慮した。

２．分析方法
　分析の項目は、論文構成が主要項目である発行
年、筆頭著者の職種、研究の種類、雑誌名、研究
対象者について整理した。さらに、文献毎に「何

ない高齢者への支援を検討していく必要がある
が、その支援の対象として独居高齢者を取り巻く
問題が挙げられている。
　高齢者の増加において世帯構造も大きく変化し
ており、高齢社会白書の調査では、65歳以上の者
がいる世帯は、夫婦のみの世帯32.5％と最も多く
約30％以上を占め、単独世帯26.4％と合わせると
半数を超える状況であり、今後ますます単独世帯
が増えることが推測されている（内閣府，2019）。
　独居高齢者の増加は、老化の観点においても身
体機能の脆弱化の問題が生じてくることが予測さ
れる。また、身体機能の脆弱化により、近隣・他
者との接触頻度を減少させ社会的な繋がりも減弱
し、男性の独居高齢者は心理的健康状態の低下や
うつ状態、認知機能の低下、消費者被害や犯罪、
社会的孤立、孤立死等の問題を生じさせる可能性
が高いことも推測されている（内閣府，2011）。
その対策として2012年には、「高齢者社会大網」
において地域における高齢者やその家族の孤立を
防止するための対策を打ち出し、高齢者が日常的
に地域から孤立しないことを目的に厚生労働省を
中心とし、各地方公共団体で独自の取り組みを実
施し推進している（内閣府，2014）。独居高齢者
の社会的孤立は社会全体で取り組むべき課題であ
るとしており、その対策は急務である。
　近年の価値観の多様化により個人の生き方とし
て、高齢者が自ら独居を望んでいる場合も多く、
独居であっても社会的なコミュニケーションを良
好に図り、問題を生じることなく生活している者
は多い。そのため、独居高齢者を一括りとして捉
えていくのではなく、独居で社会的孤立に陥る可
能性がある高齢者を把握し孤立状態への移行を予
防することが重要である。また、独居高齢者は、
将来に対する不安を抱えており、その内容は多岐
にわたり複雑な内容も多く含まれていることが推
測される。独居高齢者の増加から生じる問題は、
近年ではマスメディア等で社会的孤立という社会
問題として取り上げられることが多く、平成27
年度版高齢者会白書（内閣府，2015）によると、
65歳以上の一人暮らし高齢者の14.5％が孤立死
を身近な問題として感じる、44.6％がまあ感じる
とし約６割の者が孤独死に対して不安を抱いてい
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カテゴリー 対　象 内　　容

社会的孤立・孤立
死の実態と要因検
討

全国から無作為抽出された高
齢者 日本おける社会的孤立の関連要因の検討（小林他，2015）。

首都圏に在住する居住する高
齢者

都市部に居住する高齢者の社会的孤立・孤立死の予測因子の検討（江
尻他，2018；高橋他，2014；川口他、2013）。

ソーシャルサポートの利用可能性と利用状況および心理的健康の関
連についての実態把握（小林他，2011）

独居高齢者の配偶者と関係から独居に至った経緯を４つに類型化し、
類型ら見た２年間の健康状態、精神状態の変化に及ぼす影響を検討
した（橋本他，2019）。

独居高齢者と同居高齢者について孤立高齢者の発現率とその特徴を
明らかにしている（齋藤他，2010）。

中山間地区に居住する高齢者 被援助性志向（社会的孤立の予測）の要因検討（矢嶋他，20118）。

農村過疎地に居住する高齢者 抑うつの有無と将来不安要因と健康状態の実態（松浦他，2009）。

保健福祉サービスを利用して
いない独居後期高齢者

保健サービスを利用していない後期高齢者の社会的孤立の実態と要
因検討（成田他，2018）。

介護保険１，２の認定を受け
要介護高齢者 社会的孤立の実態要因の検討（矢庭他，2015）。

独居男性高齢者とその支援に
関わる専門家（保健師・地域
包括専門員、民生委員）

配偶者を亡くした独居男性高齢者の社会的孤立に関わる課題を高齢
者の強み、弱みを地域性の観点から、独居男性高齢者と専門家の双
方から社会的課題を明らかにしている（高田他，2013）。

全国の地域包括支援センター
職員

高齢者のセルフネグレクト・ネグレクト実態を把握し、その実態孤立死
を含むセルフ・ネグレクト状態の要因を明らかにしている（齋藤他，
2016）。

都市の警察医事務所で行われ
た死体案件で、自殺を除外し
た高齢者の案件

孤立死の「相当期間放置される」ことに着目し、死体解剖方に基づい
て監察医が高齢者の孤立死の特徴を明らかにしている（森田他，2016）。

独居の要介護高齢者 独居の要介護高齢者の状態や提供されているケアサービスの内容と
近居家族のケアの状況を明らかにしている（大夛賀他，2012）。

社会的孤立対策の
取り組みの実態

首都圏団地に居宅する65歳
以上の高齢者

団地内で高齢者の情報取得状況やタウン誌の利用状況を明らかにし
ている（小池他，2013）。

首都圏に居宅する65歳以上
の高齢者と地域包括センター
職員

身元不明の認知症高齢者の増加を抑制するため「高齢者見守りキーホ
ルダー」の利用の特徴を明らかにし、普及活動に携わる地域包括支援
センターの方針・戦略と利用の関連を明らかにしている（小池他，
2013）。

団地自治会で自治会活動を実
践している高齢者

団地自治会による高齢者の孤独（孤立死）予防の取り組みを明らかに
している（田中他，2016）。

孤立予防活動をし
ている民生委員の
体験

地域で見守り活動を実施して
いる高齢者

地域で見守り活動を実施している者の孤立死発見時の体験から見守
り活動の課題を明らかにしている（前原他，2010）。

社会的孤立に至る
プロセス

首都圏に居住する65歳以上
の独居高齢者

高齢者の社会的孤立と一人暮らしに至るまでの経緯とその関連要因
を検討（齋藤他，2010）

要介護認定を受け、訪問サー
ビスを利用している65歳以
上の男性独居高齢者

訪問サービスを受けている独居高齢者が地域社会から孤立を強いら
れプロセスを明らかにしている（野村他，2016）。

表1．独居高齢者の社会的孤立に関する文献の内容
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社会的活動に関する情報の入手方法の実態を明ら
かにした文献、高齢者の緊急連絡先登録システム
を利用している高齢者とそれに関与している地域
包括支援センター職員を対象としその活動の実態
を明らかにしている文献、地域で民生委員等とし
て高齢者の孤立予防対策を実践している者を対象
としている文献の計３文献であった。高齢者の社
会的孤立に役立つような地域特性に応じた各種イ
ベントの情報の入手方法は、古くからあるタウン
誌が活用されており居住年数が長く男性よりも女
性が多く活用していた（小池他，2013）。高齢者
の緊急連絡先登録システムの利用の特徴は、女
性、後期高齢者、独居、非孤立者の利用が多く、
地域包括支援センターが把握している孤立の状態
になっている者の利用が低いことが明らかにされ
た（小池他，2015）。高齢者の社会的孤立・孤独
死予防に取り組んでいる団地自治会に携わってい
る者は、孤立予防の介入への困難さを抱えつつ活
動している様相を明らかにしていた（田中他，
2016）。
３） 孤立死予防活動をしている民生委員の体験に
ついて

　質的研究の１文献であり、地域の見守り活動を
実施している民生委員は独居で孤立死した高齢者
との介入において、ある一定の過程があること、
孤立死を体験した民生委員は、葛藤や後悔の感情
を持つことを明らかにしていた（前原他，2010）。
４）社会的孤立に至るプロセスについて
　都市に住む独居高齢者を対象にした量的研究１
文献、訪問サービスを利用している独居高齢者を
対象にした質的文献１文献の計２文献であった。
高齢者の社会的孤立について中年期の社会的ネッ
トワークの有無に着目し調査した結果、中年期か
らのネットワークの有無に差異はなく、男性で未
婚や子どもがいない者が孤立に移行するとしてい
る（齋藤他，2010）。

Ⅴ．考察
１．社会的孤立へ携わる支援者の観点から
　高齢者の社会的孤立の支援に多職種連携の観点
から文献を概観したが、高齢者支援を実践してい
る各々の分野が協働・連携し独居高齢者の社会的

がなく、外出頻度は週に１回以下の者に孤独感が
高くなっており、首都近郊と過疎地を比較すると
相違はなく同様の傾向となっていた（矢庭他，
2015；高橋，2014）。他者との関わりでのサポー
トでは、親族や親友や友人・近隣の人などの私的
サポートを全く受けていないものほど社会的孤立
に陥りやすく、これらの者は介護保険等の活用に
関する公的サポートを認知していない、または理
解していない者が多く、将来への不安も高く、心
理的健康状態も抑うつの傾向にあったとしている

（小林，2011）。福祉サービスを利用していない
高齢者は、同居家族の有無に限らず「具合の悪い
時に病院に連れて行ってくれる人」、「寝込んだ時
に身の回りの世話をしてくれる人」という手段的
サポートがないとする者に孤立へ移行することを
明らかにしている（成田，2018）。社会的孤立か
ら孤立死へまで移行した独居高齢者は、必要な介
護・福祉サービスを拒否し、家族・近隣住民との
トラブルを抱え地域から孤立していた者に多かっ
た（齋藤他，20116；森田他，2016）。
　独居高齢者の配偶関係から独居に至った経緯を
別居・離別・死別・未婚と類型化し、生活機能お
よび精神的健康状態の経年的変化を見た研究で
は、配偶者の入院や施設入所で別居となる理由が
多かった別居群において活動能力が低下してお
り、配偶者との離婚や死別の離別群は生活機能お
よび精神的健康状態が低下しておりいずれも社会
的孤立となっていた（橋本他，2019）。
　質的研究では、都市圏に居住する独居高齢者と
独居高齢者の支援に関わる専門家（民生委員を含
む）を対象とするもので男性の独居高齢者の社会
的孤立に関わる課題を高齢者の強み、弱みを捉
え、さらに地域性の観点から検討している。一人
暮らし男性高齢者の強みは「自立性」で、就労し
てから退職までの仕事への誇り、できるだけ自分
自身で頑張りたいというものであり専門家の思い
や考えと一致していた。弱みに関しては「孤独感」
であり、これも高齢者と専門家の思いや考えは同
様であった（高田，2013）。
２）社会的孤立対策の取り組みの実態について
　社会的孤立対策の取り組みの実態では、首都圏
団地に居宅する高齢者を対象とし高齢者の健康や

カテゴリー 対　象 内　　容

社会的孤立・孤立
死の実態と要因検
討

全国から無作為抽出された高
齢者 日本おける社会的孤立の関連要因の検討（小林他，2015）。

首都圏に在住する居住する高
齢者

都市部に居住する高齢者の社会的孤立・孤立死の予測因子の検討（江
尻他，2018；高橋他，2014；川口他、2013）。

ソーシャルサポートの利用可能性と利用状況および心理的健康の関
連についての実態把握（小林他，2011）

独居高齢者の配偶者と関係から独居に至った経緯を４つに類型化し、
類型ら見た２年間の健康状態、精神状態の変化に及ぼす影響を検討
した（橋本他，2019）。

独居高齢者と同居高齢者について孤立高齢者の発現率とその特徴を
明らかにしている（齋藤他，2010）。

中山間地区に居住する高齢者 被援助性志向（社会的孤立の予測）の要因検討（矢嶋他，20118）。

農村過疎地に居住する高齢者 抑うつの有無と将来不安要因と健康状態の実態（松浦他，2009）。

保健福祉サービスを利用して
いない独居後期高齢者

保健サービスを利用していない後期高齢者の社会的孤立の実態と要
因検討（成田他，2018）。

介護保険１，２の認定を受け
要介護高齢者 社会的孤立の実態要因の検討（矢庭他，2015）。

独居男性高齢者とその支援に
関わる専門家（保健師・地域
包括専門員、民生委員）

配偶者を亡くした独居男性高齢者の社会的孤立に関わる課題を高齢
者の強み、弱みを地域性の観点から、独居男性高齢者と専門家の双
方から社会的課題を明らかにしている（高田他，2013）。

全国の地域包括支援センター
職員

高齢者のセルフネグレクト・ネグレクト実態を把握し、その実態孤立死
を含むセルフ・ネグレクト状態の要因を明らかにしている（齋藤他，
2016）。

都市の警察医事務所で行われ
た死体案件で、自殺を除外し
た高齢者の案件

孤立死の「相当期間放置される」ことに着目し、死体解剖方に基づい
て監察医が高齢者の孤立死の特徴を明らかにしている（森田他，2016）。

独居の要介護高齢者 独居の要介護高齢者の状態や提供されているケアサービスの内容と
近居家族のケアの状況を明らかにしている（大夛賀他，2012）。

社会的孤立対策の
取り組みの実態

首都圏団地に居宅する65歳
以上の高齢者

団地内で高齢者の情報取得状況やタウン誌の利用状況を明らかにし
ている（小池他，2013）。

首都圏に居宅する65歳以上
の高齢者と地域包括センター
職員

身元不明の認知症高齢者の増加を抑制するため「高齢者見守りキーホ
ルダー」の利用の特徴を明らかにし、普及活動に携わる地域包括支援
センターの方針・戦略と利用の関連を明らかにしている（小池他，
2013）。

団地自治会で自治会活動を実
践している高齢者

団地自治会による高齢者の孤独（孤立死）予防の取り組みを明らかに
している（田中他，2016）。

孤立予防活動をし
ている民生委員の
体験

地域で見守り活動を実施して
いる高齢者

地域で見守り活動を実施している者の孤立死発見時の体験から見守
り活動の課題を明らかにしている（前原他，2010）。

社会的孤立に至る
プロセス

首都圏に居住する65歳以上
の独居高齢者

高齢者の社会的孤立と一人暮らしに至るまでの経緯とその関連要因
を検討（齋藤他，2010）

要介護認定を受け、訪問サー
ビスを利用している65歳以
上の男性独居高齢者

訪問サービスを受けている独居高齢者が地域社会から孤立を強いら
れプロセスを明らかにしている（野村他，2016）。

表1．独居高齢者の社会的孤立に関する文献の内容
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で、近隣を含む社会的な接触頻度がすくないこと
が明らかになった。男性の場合、地域社会との交
流を避ける場合が多いとされている。その背景に
は、男性は女性に比べ「社会自己開示」が低い傾
向にあることが知られており、女性はストレスを
感じると他者と話すことでストレスを解消する
が、男性は沈黙をしやすいとされる。また、男性
は、悩みを抱えている状態であっても家族にも、
その悩みを言わず抱え込む傾向にあるとしている

（稲葉，2013）。現代における高齢者が生きてき
た時代は、戦後の急速な工業化や高度経済成長期
であり社会において中心的存在として活躍し、現
代のわが国を支えてきた人々である。内閣府の
1979年の性役割意識に関する調査は、「夫は外で
働き、妻は家庭を守るべきである」とした調査で
は、男女ともに「そうである」とした者が70％
以上であり、性役割意識を強くもっていたことを
明らかにしている（小島，1985）。1970年代は、
現代の高齢者が成人期の世代であり、企業（会社）
で活躍していた時期と重なる。戦前・戦中・戦後
と生きてきた男性高齢者は戦前からの、「男は仕
事、女は家庭」という性役割意識が根強く残って
いることが伺える。男性は、社会や家庭から『男
らしさ』を求められ悩みや困りごとがあっても他
者にサポートを求めない、求めづらい可能性があ
るのではないだろうか。さらに高度経済成長期
は、働く環境において激しい競争社会であり個人
主義の進んだ時代から高齢期に突入し会社を退職
している。これらの高齢者が現代社会を生きるに
あたり、潜在的に有する性役割意識に加え厳しい
社会での就労経験から得たプライドにより退職後
も配偶者と一部の者のみとの交流しか保たれてい
ない状況にある。また、就労時代の人間関係は縮
小され社会参加への頻度が乏しくなっていると考
えられる。男性の独居高齢者に地域社会との交流
を促すためには、高齢期以前の退職前の早い段階
から社会的孤立を軽減する取り組みが必要である
と考える。
　社会的孤立の要因として経済状況も影響してお
り、低所得の高齢者ほど孤立に至りやすく、孤立
の要因と世帯所得との関係を明らかにした研究で
は、世帯収入が平均年収200万円以下の世帯が将

孤立に関して検討している研究はみられていな
い。今後の課題として、各々の分野が垣根を越え
て協働・連携し独居高齢者の支援のあり方に関す
る研究を蓄積していくことが課題であると考えら
れる。
　研究対象者として地域の高齢者の見守り活動を
実践している自治体の民生委員を対象にした研究
は少なかった。孤立予防活動においては孤立状況
にある高齢者はソーシャルサポートの活用の拒否
や近隣・地域住民とのトラブル等の問題があり、
民生委員達は孤立した高齢者の見守り活動に苦慮
し、高齢者の孤立死を体験した後に後悔や葛藤を
抱えていたことが明らかになった。中村（2009）
は、「地域見守り活動をしている民生委員は高齢
者の健康状態の観察を中心にしながら、経済的助
言、買い物、電話連絡、食事の管理、火の始末、
外出時の見守りなど活動内容は多岐に渡り、ひと
りでは対応が困難になっている」ことを報告して
いる。地域の中で、高齢者の問題に対応している
自治体の民生委員の存在は大きく行政と高齢者、
高齢者と住民の架け橋となり高齢者の見守り活動
をしているが、その内容の多さと複雑さにより、
行政や民生委員だけではなく高齢者を支援してい
くためには地域住民の力も必要となる。平成18
年より地域で孤立死ゼロ・プロジェクトが発足さ
れ展開されている。また、地域全体で高齢者の孤
立支援をしていくためには地域住民への高齢者支
援の重要性の理解が不足している場合が多いとし
ている（山崎，2017）。今後は、各自治体で高齢
者支援として見守り活動をしている民生委員の存
在とその活動内容を地域住民へ周知し地域一丸と
なって支援にあたることが重要となってくると考
えられる。岩間（2011）は、地域住民の重要な
機能に「発見機能」と「見守り機能」を位置づけ、
問題が深刻化する前に事前に独居高齢者に関わる
という予防機能と役割の必要性を述べている。地
域で高齢者の見守り活動をしている民生委員への
支援についても検討し支援体制を整備していくこ
とも重要となるであろう。

２．男性の独居高齢者の社会的孤立への支援の検討
　独居高齢者の社会的孤立には男性の独居高齢者
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分野の専門職種間の協働・連携をしていくことが
今後の大きな課題となってくるであろう。
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来への不安を抱いていた。世帯収入は、衣食住の
安定した供給を求めるだけではなく社会的な交流
へも関係してくるものである。衣食住の安定的維
持が見込めてこそ社会的な交流資源への投資へと
つながると考えられる。世帯所得が年金収入のみ
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とは直接的な社会的な孤立と関連する要因である
ことが言える。就労意欲があり健康上の問題も少
ない高齢者であれば、働くことが孤立の防止策に
なる。収入を得られるだけでなく、職場の同僚と
人間関係が生まれ、仕事を通じて社会と接点が持
て、成人期での就労経験で得たプライドを維持し
やすいと考えられる。高齢者の働く場の整備は、
平成26年に「生涯現役社会」をめざしシルバー
人材センターの法的緩和や高齢者の就業機会を確
保のため、高齢者の雇用環境の整備や再就職支援
が開始されており（厚生労働省，2016）、今後は
その活用の成果を積み上げ検討していくことも重
要となってくるであろう。

Ⅵ．結論
　独居高齢者の社会的孤立に関して21文献を分
析した結果、社会福祉学と看護学に多くみられ，

「社会的孤立・孤独死の実態とその要因の検討」、
「社会的孤立対策の取り組みの実態」、「孤立死予
防活動をしている民生委員の体験」、「社会的孤立
に至るプロセス」の４分類に整理された。現代の
男性の独居高齢者の社会的孤立には、高齢者が生
きてきた時代背景からくる性役割意識と厳しい就
労体験からくる価値観が影響していた。今後の孤
立予防においては退職前からの社会性の保持と地
域社会での交流を行う対策を検討していく必要が
ある。
　さらに、男性の独居高齢者の社会的孤立の支援
には、高齢者個人への支援に終始するのではなく
高齢者の家族、地域住民を含めた社会づくりが必
須である。そのためには、制度・分野を超えた支
援サービスのシームレスな提供体制が重要であ
り、基盤となる医療・介護・福祉に関わる多様な

で、近隣を含む社会的な接触頻度がすくないこと
が明らかになった。男性の場合、地域社会との交
流を避ける場合が多いとされている。その背景に
は、男性は女性に比べ「社会自己開示」が低い傾
向にあることが知られており、女性はストレスを
感じると他者と話すことでストレスを解消する
が、男性は沈黙をしやすいとされる。また、男性
は、悩みを抱えている状態であっても家族にも、
その悩みを言わず抱え込む傾向にあるとしている

（稲葉，2013）。現代における高齢者が生きてき
た時代は、戦後の急速な工業化や高度経済成長期
であり社会において中心的存在として活躍し、現
代のわが国を支えてきた人々である。内閣府の
1979年の性役割意識に関する調査は、「夫は外で
働き、妻は家庭を守るべきである」とした調査で
は、男女ともに「そうである」とした者が70％
以上であり、性役割意識を強くもっていたことを
明らかにしている（小島，1985）。1970年代は、
現代の高齢者が成人期の世代であり、企業（会社）
で活躍していた時期と重なる。戦前・戦中・戦後
と生きてきた男性高齢者は戦前からの、「男は仕
事、女は家庭」という性役割意識が根強く残って
いることが伺える。男性は、社会や家庭から『男
らしさ』を求められ悩みや困りごとがあっても他
者にサポートを求めない、求めづらい可能性があ
るのではないだろうか。さらに高度経済成長期
は、働く環境において激しい競争社会であり個人
主義の進んだ時代から高齢期に突入し会社を退職
している。これらの高齢者が現代社会を生きるに
あたり、潜在的に有する性役割意識に加え厳しい
社会での就労経験から得たプライドにより退職後
も配偶者と一部の者のみとの交流しか保たれてい
ない状況にある。また、就労時代の人間関係は縮
小され社会参加への頻度が乏しくなっていると考
えられる。男性の独居高齢者に地域社会との交流
を促すためには、高齢期以前の退職前の早い段階
から社会的孤立を軽減する取り組みが必要である
と考える。
　社会的孤立の要因として経済状況も影響してお
り、低所得の高齢者ほど孤立に至りやすく、孤立
の要因と世帯所得との関係を明らかにした研究で
は、世帯収入が平均年収200万円以下の世帯が将

孤立に関して検討している研究はみられていな
い。今後の課題として、各々の分野が垣根を越え
て協働・連携し独居高齢者の支援のあり方に関す
る研究を蓄積していくことが課題であると考えら
れる。
　研究対象者として地域の高齢者の見守り活動を
実践している自治体の民生委員を対象にした研究
は少なかった。孤立予防活動においては孤立状況
にある高齢者はソーシャルサポートの活用の拒否
や近隣・地域住民とのトラブル等の問題があり、
民生委員達は孤立した高齢者の見守り活動に苦慮
し、高齢者の孤立死を体験した後に後悔や葛藤を
抱えていたことが明らかになった。中村（2009）
は、「地域見守り活動をしている民生委員は高齢
者の健康状態の観察を中心にしながら、経済的助
言、買い物、電話連絡、食事の管理、火の始末、
外出時の見守りなど活動内容は多岐に渡り、ひと
りでは対応が困難になっている」ことを報告して
いる。地域の中で、高齢者の問題に対応している
自治体の民生委員の存在は大きく行政と高齢者、
高齢者と住民の架け橋となり高齢者の見守り活動
をしているが、その内容の多さと複雑さにより、
行政や民生委員だけではなく高齢者を支援してい
くためには地域住民の力も必要となる。平成18
年より地域で孤立死ゼロ・プロジェクトが発足さ
れ展開されている。また、地域全体で高齢者の孤
立支援をしていくためには地域住民への高齢者支
援の重要性の理解が不足している場合が多いとし
ている（山崎，2017）。今後は、各自治体で高齢
者支援として見守り活動をしている民生委員の存
在とその活動内容を地域住民へ周知し地域一丸と
なって支援にあたることが重要となってくると考
えられる。岩間（2011）は、地域住民の重要な
機能に「発見機能」と「見守り機能」を位置づけ、
問題が深刻化する前に事前に独居高齢者に関わる
という予防機能と役割の必要性を述べている。地
域で高齢者の見守り活動をしている民生委員への
支援についても検討し支援体制を整備していくこ
とも重要となるであろう。

２．男性の独居高齢者の社会的孤立への支援の検討
　独居高齢者の社会的孤立には男性の独居高齢者
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